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人
口
の
減
少
や
地
価
の
下
落
な

ど
に
よ
り
歳
入
の
根
幹
を
な
す
市

税
が
減
少
傾
向
に
あ
る
こ
と
か
ら
、

今
後
も
歳
入
は
抑
制
さ
れ
た
状
態

が
続
く
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、

歳
出
面
で
も
生
活
保
護
費
を
は
じ

め
と
す
る
扶
助
費
の
増
大
な
ど
の

義
務
的
経
費
が
財
政
状
況
を
圧
迫

し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
そ
う
し
た
状
況
の
中
で

も
、
市
民
の
生
命
や
財
産
を
守
る
防

災
対
策
の
推
進
、
地
域
経
済
の
活
性

化
・
産
業
活
力
の
基
盤
と
な
る
社
会

資
本
整
備
な
ど
、
緊
急
性
の
高
い
施

策
を
可
能
な
限
り
実
施
し
て
い
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
本
市
の
未

来
を
見
据
え
た
ま
ち
づ
く
り
の
た
め

の
施
策
を
積
極
的
に
展
開
し
て
い
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
今
回
の
予
算
編
成
で
は
、
国
の
緊

急
経
済
対
策
に
対
応
す
る
た
め
、
25

年
度
以
降
に
予
定
し
て
い
た
事
業
を

24
年
度
補
正
予
算
に
一
部
前
倒
し
て
計

上
す
る
な
ど
、
緊
急
性
・
必
要
性
の
高

い
施
策
を
積
極
的
に
展
開
す
る
予
算

と
な
る
よ
う
編
成
し
ま
し
た
。
ま
た
、

第
六
次
鳴
門
市
総
合
計
画
で
掲
げ
た

当
初
予
算

平成25年度
特 集 

　
平
成
25
年
市
議
会
第
１
回
定
例
会
が
２
月
20
日
か
ら
３
月
22
日
ま

で
の
会
期
で
開
か
れ
、
一般
・
特
別
・
企
業
会
計
の
当
初
予
算
案
や

市
長
提
案
の
条
例
改
正
案
な
ど
61
議
案
、
人
事
案
件
２
件
に
つ
い
て

審
議
さ
れ
、
原
案
ど
お
り
可
決
・
同
意
さ
れ
ま
し
た
。

　
今
年
度
の一般
会
計
当
初
予
算
は
２
１
０
億
８
千
万
円
で
、
前
年

度
と
比
較
し
12
億
８
千
万
円（
５
・
７
％
）の
減
と
な
って
い
ま
す
。

今
回
は
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■用語説明
【地方交付税（注１）】財政力に応じて国から
交付されるお金

【国庫支出金（注２）】国庫補助金・国庫負担
金など国が使途を特定して交付する資金

【県支出金（注３）】県が使途を特定して交
付する補助金・負担金などの資金

【市債（注４）】建設事業などに充てるための
借入金

【扶助費（注５）】生活保護費や福祉施設での
高齢者や障がい者のお世話に必要な費用

【公債費（注６）】市債の返済に充てる元金と
利子

【義務的経費（注７）】人件費や借金返済な
ど、必ず支払わなければならないお金

【補助費等（注８）】他の地方公共団体や民
間に対して、交付される現金的給付に係
る経費（主に講師謝金などの報償費、保険
料などの役務費、負担金・補助金及び交
付金など）

【投資的経費（注９）】道路整備や施設建設、
災害復旧などに使うお金

防
災
対
策・地
域
経
済
活

性
化
策
を
積
極
的
に
展
開

歳出総額
210億8,000万円

人件費
49億2,098万円

（23.3％）

扶助費
51億1,478万円

（24.3％）
公債費

34億2,497万円
（16.2％）

普通建設事業費
11億9,307万円

（5.6％）

物件費
25億266万円
（11.9％）

その他
2,200万円（0.1％）

災害復旧事業費
1億円（0.5％）

繰出金
27億1,842万円

（12.9％）

投資および出資、貸付金9,000万円（0.4％）補助費等
6億4,427万円（3.1％）

義
務
的
経
費投

資
的

経

　費

そ
の
他
の
経
費

63.8％
6.1％

30.1％

6.1％

維持補修費
3億4,885万円

（1.7％）

歳入総額
210億8,000万円

市税
76億3,300万円

（36.2％）

地方交付税
37億1,000万円

（17.6％）

国庫支出金
29億1,847万円

（13.8％）

県支出金
16億1,448万円

（7.7％）

市債
23億4,000万円

（11.1％）

その他
10億3,100万円

（4.9％）

44.9％55.1％

自
主
財
源

依
存
財
源

諸収入
4億615万円（1.9％）

繰入金
7億2,575万円（3.4％）

使用料・手数料
3億5,228万円（1.7％）その他 3億4,887万円（1.7％）
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人
件
費
、
扶
助
費（
注
５
）、
公
債

費（
注
６
）を
合
わ
せ
た
義
務
的
経

費（
注
７
）は
１
３
４
億
６
０
７
３
万

円
で
、
前
年
度
当
初
比
０・
９
％
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、

職
員
給
与
費
の
減
な
ど
に
よ
る
も

の
で
す
。

　
物
件
費
に
つ
い
て
は
、
市
長
お

よ
び
市
議
会
議
員
選
挙
費
や
参
議

院
議
員
選
挙
費
の
増
な
ど
に
よ

り
、
前
年
度
当
初
比
２
・
９
％
増

の
25
億
２
６
６
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。

各会計の25年度予算総括表
会計名 25年度予算額 増減率
一般会計 210億8,000万円 △5.7％

特
別
会
計

国 民 健 康
保 険 事 業 80億8,683万円 ＋1.8％

後期高齢者医療 7億6,608万円 △1.3％
介 護 保 険 事 業 57億853万円 ＋5.5％
公共下水道事業 9億3,188万円 △1.8％
公 設 地 方
卸 売 市 場 事 業 1,957万円 △11.2％

産 業 団 地
開 発 事 業 7,865万円 △2.0％

住宅新築資金等
貸 付 事 業 598万円 △73.1％

光熱水費等支出 5億3,582万円 △0.4％
給 与 費 等 管 理 48億7,480万円 △2.2％
公 債 費 管 理 37億7,284万円 △6.4％

企
業
会
計

水 道 事 業 19億1,156万円 △9.3％
モーターボート
競 走 事 業 460億9,812万円 ＋16.5％

　
補
助
費
等（
注
８
）に
つ
い
て
は
、

運
輸
事
業
会
計
の
清
算
に
伴
う
繰
出

金
の
減
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
当
初

比
50
・
５
％
減
の
６
億
４
４
２
７
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
繰
出
金
に
つ
い
て
は
、
介
護
保
険

事
業
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
の
増
な

ど
に
よ
り
、
前
年
度
当
初
比
３・２
％

増
の
27
億
１
８
４
２
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
投
資
的
経
費（
注
９
）に
つ
い
て

は
、
当
初
予
定
し
て
い
た
事
業
を
緊

急
経
済
対
策
と
し
て
平
成
24
年
度
３

月
補
正
予
算
に
前
倒
し
て
計
上
し
た

こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
当
初
比
34
・

９
％
減
の
12
億
９
３
０
７
万
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

37
億
１
千
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

　
使
用
料
お
よ
び
手
数
料
に
つ
い
て

は
、
火
葬
場
使
用
料
の
増
な
ど
に
よ

り
、
前
年
度
当
初
比
４
・
７
％
増

の
３
億
５
２
２
８
万
円
を
計
上
し

ま
し
た
。

　
国
庫
支
出
金（
注
２
）に
つ
い
て
は
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
を
緊
急

経
済
対
策
と
し
て
平
成
24
年
度
３
月

補
正
予
算
に
前
倒
し
て
計
上
し
た
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
当
初
比
５
・

８
％
減
の
29
億
１
８
４
７
万
円
を
計

上
し
ま
し
た
。

　
県
支
出
金（
注
３
）に
つ
い
て
は
、

選
挙
費
委
託
金
や
社
会
福
祉
費
負
担

金
の
増
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
当
初

比
３
・
８
％
増
の
16
億
１
４
４
８
万

円
を
計
上
し
ま
し
た
。

　
繰
入
金
に
つ
い
て
は
、
予
算
編
成

に
伴
う
財
源
不
足
を
補
て
ん
す
る
た

め
、
財
政
調
整
基
金
４
億
円
・
減
債

基
金
２
億
円
、
ま
た
、
特
定
目
的
基

金
か
ら
、
ふ
る
さ
と
活
性
化
基
金
１

億
１
７
０
０
万
円
な
ど
、
各
基
金
か

ら
の
繰
入
金
を
計
上
し
ま
し
た
。

　
諸
収
入
につい
て
は
、
融
資
制
度
貸

付
金
の
廃
止
に
伴
う
減
な
ど
に
よ
り
、

前
年
度
当
初
比
12
・
４
％
減
の
４
億
６

１
５
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

　
市
債（
注
４
）に
つ
い
て
は
、
運
輸

事
業
会
計
の
清
算
に
伴
う
第
三
セ

ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
や
借
換
債

の
減
な
ど
に
よ
り
、
前
年
当
初
比

31
・
３
％
減
の
23
億
４
千
万
円
を
計

上
し
ま
し
た
。

歳
　
出

　
歳
入
の
う
ち
最
も
大
き
な
割
合

を
占
め
る
市
税
は
、
市
民
税
な
ど
の

減
に
よ
り
、
前
年
度
当
初
比
１･

９
％

減
の
76
億
３
３
０
０
万
円
を
計
上
し
ま

し
た
。

　
地
方
交
付
税（
注
１
）に
つ
い
て

は
、
国
が
定
め
た
地
方
財
政
計

画
を
基
本
と
し
て
、
市
民
税（
個

人
分
）の
減
の
影
響
な
ど
を
見
込

み
、
前
年
度
当
初
比
１･

１
％
増
の 

歳
　
入

将
来
都
市
像「
結
び
あ
う
絆
が
創
る  

笑
顔
と
魅
力
う
ず
ま
く
鳴
門
」の
実
現

に
向
け
、
特
に
必
要
と
さ
れ
る
事
業
の

選
択
を
行
い
、
限
ら
れ
た
財
源
の
効

率
的
な
配
分
に
努
め
ま
し
た
。
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う
き
う
き 

活
力
と

魅
力
あ
ふ
れ
る

ま
ち
づ
く
り

○姉妹都市等交流推進
事業　１,１１９万円
　リューネブルク市への
使節団派遣など、姉妹都
市や友好都市との交流事
業を実施します。
※うち、（新）青少年派遣
の実施　９６万円

○ 緊急雇用対策事業
　６,５２１万円
　厳しい雇用情勢に対応
し、県補助金を活用した
各種事業を実施すること
により雇用創出を図りま
す（14事業を実施し、20
人分の雇用を創出）。

　付加価値の拡大や新ビ
ジネス創出のため、生産
者や観光部門との連携に
よるトップセールスを実
施します。また、特区制
度を活用し、小規模事業
者などによる果実酒・リ
キュールの製造・提供を

　「ロケ誘致事業」 「店舗
広告事業」 「走る広告塔
事業」 「交通広告事業」の
４つの柱で観光分野にお
けるシティセールスを展開
します。

ず
っ
と
笑
顔
で

生
き
が
い
感
じ
る

ま
ち
づ
く
り

○高齢者等無料バス優待
事業　７６０万円
　対象を従来の路線か
ら民間事業者（徳島バス
株式会社）が運行する路
線の市内全区間に拡大
します。

当初予算
重点項目

（新） 大谷焼普及拡大支援事業補助金 ２００万円
　大谷焼の販路拡大
に 積 極 的 に 取 り 組
んでいる「がんばる
窯元」を支援するた
め、飲食店・宿泊施
設が大谷焼を購入す
る費用の一部を助成
します。

　地元中小企業が活躍で
きる環境を行政・経済団
体・経営者などさまざま
な機関や人が連携して創
出する「エコノミックガー
デニング」を実施します。
※うち、（新）中心市街地
のにぎわい再生支援事業

○産地育成・地産地消推
進事業　５７２万円
　地産地消を推進するほ
か、農水産物フェアの年
２回開催や、関西圏の飲
食店との連携による鳴門
市水産物のＰＲ活動を実
施し、ブランド力の向上
を図ります。

可能にするとともに、そ
のＰＲを積極的に行い、
農商工連携や六次産業化
を推進します。
※特区制度の詳細はP26を。

○農漁業６次産業化推進事業　１１０万円

（新）世界遺産化ツアー
事業 　８０万円
　世界遺産化を目指して
いる鳴門海峡と四国霊場
八十八ヶ所の２つを巡るツ
アーを新たに開発する旅
行業者に対して助成を行
います。

　週末や祝日に淡路ＳＡ
で鳴ちゅるうどんの割引
券付きチラシと観光パン
フレットを配布し、鳴ちゅ
るうどんのＰＲと観光客の
増加を図ります。

○エコノミックガーデニング推進事業　７６２万円
１００万円、（新）中小企業人
材育成・企業力強化支援
事業補助金　５０万円

（新） 「橋を渡れば感動の国」セールスプロモーション事業 
　　１，１７６万円

（新）「鳴門で鳴ちゅるうどんを食べよう！」観光ＰＲ事業 
　　１５１万円
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○発達障がい児支援事
業 ・ 子育て支援体制整
備事業　３２１万円
　巡回発達相談の対象を
７幼稚園から全公立幼稚
園16園の園児に拡大。 ま
た、同目的の保育所巡回
事業も対象を８保育所から
10保育所に拡大します。

（新）妊婦歯科検診
　　４４万円
　早産や低体重児の出
産要因の一つと考えられ
ている歯周疾患の早期発
見・治療のた
め 妊 婦 歯 科
検診を導入し
ます。

（新）大腸がん委託検診・
胃がん検診内視鏡検査導入
　　２４７万円
　大腸がん検診の委託検
診を導入し、医療機関で
の検査が可能となります。
また、胃がん検診に内視
鏡検査を導入し、Ｘ線バ
リウム検査との選択がで
きるようになります。

○地域介護・福祉空間
整備事業
１，２００万円
　国の介護療養病床廃
止の方針を受け、特別養
護老人ホームへの転換
を行う事業者に対し、設
備整備費用の一部を補
助します。

　仕事などで昼間保護者
のいない小学校低学年児
童を対象に、市内児童ク
ラブで放課後健全育成事
業を実施。 平成25年度
は、児童の安全確保のた
め、撫養児童クラブを撫
養小学校内に、木津児童

（新）学校・幼稚園防災推
進事業　１８０万円
　「鳴門市学校・幼稚園
防災推進計画」を策定し、
各小・中学校、幼稚園に
おいて防災教育や防災活
動の充実を図るとともに、
一時避難に必要な備品な
どの整備を進めます。

○ 新給食センター建設
事業　３,２００万円
　将来にわたって、よ
り安全で安定した学校
給 食 を 提 供 す る た め、
新給食センターを建設
します。平成25年度は
実施設計などに取り組
みます。

○スポーツ推進計画策定
事業　３８万円
　市のスポーツ施策の基
本となる「鳴門市スポーツ
推進計画」を策定し、生涯
ス ポ ー ツ
社 会の推
進 に 取 り
組みます。

　英語力、コミュニケーショ
ン能力向上などを目的と
し、英語能力判定テストや
英検受験奨励などの事業
を実施するとともに、小学
校外国語活動をサポート
する外国語活動支援員の
配置などを行います。

○デジタル消防救急無線
整備事業　７,５５１万円
　電波法の改正により、
消防救急無線は、平成28
年５月末までにデジタル方
式に移行する必要がある
ことから、県内他の消防
本部などと共同で整備を
進めます。

○災害時要援護者避難支
援事業　７４１万円
　災害時に高齢者や障が
い者など、自力避難の困
難な方が、地域で支援を
受けられるようにするため、
必要な情報を支援者が事
前に把握・共有できる支援
体制を整備します。

し
っ
か
り

安
心
・
快
適

住
み
良
い

ま
ち
づ
く
り

（新）子ども子育て支援事
業計画策定事業
２１５万円
　子ども・子育て関連３
法の施行に向け、「子ども・
子育て支援事業計画」を策
定するため、地域におけ
る子ども・子育てに関する
ニーズ調査を行います。

○ 学校耐震化推進事業
　５億１，２５５万円
　市内小・中学校の体
育館について、耐震補
強工事や非構造部材耐
震点検および実施設計
をそれぞれ計画的に実
施し、学校施設の耐震
化を進めます。

クラブを第一小学校内に
それぞれ移設します。

○放課後児童健全育成事業　９，０７２万円

（新） 「世界にはばたく鳴門の子ども」育成事業  ４５４万円

○防災対策事業
２，１１４万円
　南海トラフの巨大地震や
津波・台風などの災害に備
えるための防災対策事業
を市民等との協働や関係
機関と連携しつ
つ推進します。

平成25年度当初予算

　私立保育所が行う耐
震化や老朽化に伴う施
設整備を支援すること
により、子どもにとっ
てより良い保育環境を
提供します。

○次世代育成支援対策施設整備事業
　１億２，４３４万円
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　若者を対象に、地域活性
化をテーマに自由な雰囲気
の中で意見交換を行うワー
ルドカフェを開催し、若者の
まちづくりに対する意識醸
成と今後の鳴門市を担う人
づくりを進めます。

○職員人材育成研修事業
　３５８万円
　自治大学校等に職員を
派遣するなど、計画的な
人材育成のための研修を
実施します。

○下水道建設費
　５億３，５６８万円
　水質保全と生活環境
の改善を実現するため、
下水道施設の整備を進
めます。

○下水道普及促進対策費
　１，８４３万円
　水洗化率の向上を図る
ため、下水道接続工事に
対して助成を行います。
　また、接続に関するア
ドバイスや事務手続きの
サポートなども引き続き
実施します。

○合併処理浄化槽普及促
進事業   １,８４２万円
　合併処理浄化槽の効
果や必要性を周知すると
ともに合併処理浄化槽へ
の転換費用の一部を助成
し、合併処理浄化槽の普
及・促進を図ります。

○旧ごみ焼却施設解体事
業　４２０万円
　旧ごみ焼却施設の解体
撤去に向けた実施設計を
行います。

～予算編成の流れ～
①予算要求額
　本市の全ての課か
ら提出された予算要
求額の総額です。こ
の 時 点 で20億1,513
万８千円が不足して
いることが分かりました。

②査定額
　昨年12月上旬から
今年１月下旬にかけ
て実施された第１次
査定（財政課）～第３
次査定（市長）を経た
査定額です。結果として13億360万８千円を調整したこ
とがわかります。

区　分 総額（単位:千円）

歳入予算額Ａ 21,056,884

歳出予算額Ｂ 23,072,022

差引額Ａ－Ｂ △ 2,015,138

区　分 総額（単位:千円）

歳入査定額ａ △ 688,414

歳出査定額ｂ △ 1,992,022

差引額ａ－ｂ 1,303,608

③最終予算額
　「①予算要求額」に「②査定額」を反映した後の
予算額です。最終的に財源不足額は７億1,153
万円となりま
した。この不
足 額 は「市 の
貯金」にあた
る基金からの
繰入金で賄う
こととしまし
た。

区　分 総額（単位:千円）

歳入予算額
α＝Ａ＋ａ 20,368,470

歳出予算額
β＝ Ｂ＋ｂ 21,080,000

差引額α－β △ 711,530

お
お
き
く
躍
動

み
ん
な
で
創
る

ま
ち
づ
く
り

（新）「笑顔うずまくまちに！」なるとワールドカフェ開催事業
　　１６万円

　地域バス（里浦粟津運
動公園線・高島線・市内
循環線）を引き続き運行
するとともに、運輸事業
の廃止に伴い、高島線・
鳴門公園線に加えて、引
田線・大麻線・北泊線に
ついても民間事業者（徳

○木造住宅耐震診断・改
修支援事業　８２５万円
　昭和56年以前に建築さ
れた木造住宅の耐震診断・
耐震改修工事や簡易耐震リ
フォームに対して補助金を
交付します。また、本制度
の普及・周知を図るための
戸別訪問を行います。

○公共交通対策事業　１億３，０２９万円
島バス株式会社）による
運行に移行します。
　また、大麻町の南部な
ど公共交通の空白地域に
おける新たな移動手段に
ついて市民参加・協働で
検討を行います。

※予算編成の過程の概要は、市公式ウェブ
サイトにも掲載しています。

予算はどのように編成されるの？
各課から
予算要求

査定で
調　整

予算額
確　定

② ③①
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【人事案件】
▼平野副市長が再任
　平成25年３月31日で任期満了を迎えた平野悦男副市
長を引き続き副市長に選任することに
ついて議会の同意を受けました。
■副市長 平野 悦男（板東・62歳）
昭和47年鳴門市役所入庁。総務部
財政課長、環境衛生部クリーンセン
ター建設推進局長、建設部長などを
歴任後、平成21年４月より現職。

▼教育委員会委員の任命
　教育委員会委員に近藤 芳夫 氏（櫛木・64歳）が再
任されました。

　読みやすく親しまれる広
報紙づくりを行います。 ま
た、テレビ鳴門を活用し、
映像と音声での行政情報
やデータ放送を使った災
害情報などを提供します。
平成25年度からは広報番
組の更新間隔を20日から

　
本
市
の
予
算（
２
１
０
億
８
０
０
０

万
円
）を
家
計
に
置
き
換
え
る
と
、
家

計
の
総
額
は
昨
年
度
よ
り
25
万
円
減
少

し
て
４
２
２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
ず
収
入
で
す
が
、
給
料
は
昨
年
並

み
で
、
親
か
ら
の
仕
送
り
や
借
入
金
に

頼
ら
ざ
る
を
え
な
い
状
況
で
あ
る
こ
と

が
見
て
取
れ
ま
す
。
貯
金
の
取
り
崩
し

は
昨
年
度
並
み
で
、
貯
金
の
残
高
は
57

家
計
簿
で
見
る
当
初
予
算

※平成 25 年度一般会計当初予算を５千分の１に換算して表記。
（　）内は平成 24 年度当初予算

月２回にし、より充実した
情報提供を行います。

○広報なると発行経費 ・ ケーブルテレビ広報番組経費
　１,８９１万円

（新）We Love なるとまちづくり活動応援補助金事業
　１０３万円

平成25年度当初予算

万
円
に
な
り
ま
す
。

　
次
に
支
出
を
見
る
と
、
食
費
を
切

り
詰
め
て
２
万
円
減
ら
し
ま
し
た
。
介

護･

育
児･

医
療
費（
児
童
手
当
や
生
活

保
護
費
な
ど
）は
増
加
傾
向
に
あ
り
家

計
を
圧
迫
し
て
い
ま
す
。
一
方
、
生
活

費
は
親
戚
への
援
助
が
な
く
な
っ
た
こ
と

（
運
輸
事
業
会
計
の
廃
止
）に
よ
り
減

り
ま
し
た
。

収　入 支　出
給料 ……………………… １５７万円
※市税、地方譲与税　　　（１６０万円）
親からの仕送り ………… １８１万円
※国・県支出金、地方交付税など  
　　　　　　　　　　　  （１８２万円）
家業収入 …………………… １３万円
※使用料･手数料、分担金･負担金など

　　　　　　　　　　（１３万円）
家賃収入 …………………… １０万円
※財産収入、貸付金収入、諸収入など

　　　　　　　　　　（１０万円）
貯金の取り崩し …………… １４万円
※基金繰入金　　　 　　  （１４万円）
借入金 ……………………… ４７万円
※市債　 　　　　　　　　（６８万円）
合計 ……………………… ４２２万円

　　　　　　　　　（４４７万円）

食費 ………………………… ９９万円
※人件費　　　 　　　　（１０１万円）
介護･育児･医療費 ……… １０２万円
※扶助費　　　　　　　　 （９８万円）
生活費 ……………………… ６３万円
※物件費、補助費など　　　（７５万円）
自宅の修理代 ……………… ９万円
※維持補修費、災害復旧費 （９万円）
不動産の購入代 …………… ２４万円
※普通建設事業費　　　　 （３７万円）
子どもへの仕送り ………… ５４万円
※他会計への繰出金など （５３万円）
借入金の返済 ……………… ６９万円
※公債費　 　 　　　　　　（７２万円）
貯金 ………………………… ２万円
※積立金、貸付金　　　　　（２万円）
合計 ……………………… ４２２万円

　　　　　　　　　   （４４７万円）

【条例制定･改正の主なもの】
▼鳴門市特別職の職員の給与及び旅費の支給に関する
条例の一部改正等

　　市長、副市長、企業局長および教育長の給料、期
末手当の減額措置（市長25％、副市長15％、企業局
長10％、教育長10％）を平成25年度も継続するととも
に、平成24年度末より退職手当額を引き下げる改正を
行いました。

▼鳴門市税賦課徴収条例の一部改正
　　４月から県が地方独立行政法人として経営することと

なる鳴門病院について、地域医療を支える公的病院と
しての役割を着実に果たしていけるよう、市税の課税
免除措置を講じる改正を行いました。

▼鳴門市産業振興センター条例の制定
　　従前の地場産業振興センターの一部を鳴門市産業

振興センターとして供用開始することに伴い、その設
置および管理について必要な事項を定めました。

　地域課題の解決に向け、
ＮＰＯ法人やボランティ
ア団体などが自ら企画実
施する「まちづくり活動」
を支援するために公募提
案型補助金を創設します。
※詳細はP5を。

　市議会第１回定例会 
　　　　予算以外の主な案件


